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住信 SBIネット銀行株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長（CEO）：円山 法昭、以下「住信

SBI ネット銀行」）、株式会社テミクス・グリーン（本社：東京都港区、代表取締役社長：高橋 巧、

以下「THEMIX Green」）、株式会社マプリィ(本社：兵庫県丹波市、代表取締役：山口 圭司、以下「マ

プリィ」）及び株式会社セールスフォース・ジャパン（本社：東京都千代田区、社長：小出 伸一、

以下「セールスフォース」）の４社は、森林由来の J-クレジットの推進及び林業 DX の実現に向け、

島根県雲南市、飯石森林組合（本所：島根県雲南市、代表理事組合長：木村 守登）および大原森林

組合（本所：島根県雲南市、代表理事組合長：安達 幸雄）と協定書を締結することをお知らせいた

します。 

 

 
１．背景 

住信 SBIネット銀行は、2023年 10月 10日（火）に、カーボンクレジット事業および林業・林政 DX

事業の推進を行う新会社、THEMIX Greenを設立し、「J-クレジット制度」（*）を活用した森林由来の

カーボンクレジットの創出と流通（カーボンクレジット事業）や森林サプライチェーンにおける DX

化の実現を通じた、森林価値の極大化・環境負荷の低減やサステナブルな社会の発展への貢献を目

指しています。 

本事業推進のため、住信 SBI ネット銀行と THEMIX Greenは、マプリィ、セールスフォースと業務提

携を行い、それぞれの有するサービス、ノウハウを融合することで共同で、林業・林政 DX・カーボ

ンクレジット発行のデジタルプラットフォーム事業推進を行うことで合意しております。 

 

２．協定の内容 

このたび４社は、島根県雲南市、飯石森林組合、大原森林組合と協定を締結し、J-クレジット制度

（*）を活用した事業スキーム及び林業 DXの実現等の検証に向け、以下の事項に関し、協力・提携す

ることといたしました。 

 

（１）森林由来クレジットの創出及び販売の事業スキーム等の検証に関すること 

（２）林業に係る各種申請・諸手続の DX化に関すること 

（３）林業プラットフォームの DX化に関すること 

 

島根県雲南市・飯石森林組合・大原森林組合と 

J-クレジットの推進に向けた連携に関する協定を締結 



  
 

３．今後の展開 

今後、他の自治体等とも協業し、カーボンクレジット事業及び林業 DX事業のビジネスモデルを確立

するとともに、森林由来以外のクレジット創出やカーボン・オフセット手法の確立等についても検

討してまいります。 
 

４．各社・組合概要 

〇 住信 SBIネット銀行の概要 

名称 住信 SBI ネット銀行株式会社 

所在地 東京都港区六本木一丁目 6番 1号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 円山 法昭 

事業内容 銀行業 

 

〇 THEMIX Green の概要 

名称 株式会社テミクス・グリーン 

所在地 東京都港区六本木一丁目 6番 1号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高橋 巧 

事業内容 カーボンクレジットの売買・媒介 

 

〇 マプリィの概要 

名称 株式会社マプリィ 

所在地 兵庫県丹波市春日町多田 165 

代表者の役職・氏名 代表取締役 山口 圭司 

事業内容 GISアプリケーションの開発、LiDAR 製品の開発 

 

〇 セールスフォースの概要 

名称 株式会社セールスフォース・ジャパン 

所在地 東京都千代田区丸の内一丁目 1番 3号 

代表者の役職・氏名 代表取締役会長 兼 社長 小出 伸一 

事業内容 クラウドアプリケーション及びクラウドプラットフォームの提供 

 

〇 飯石森林組合の概要 

名称 飯石森林組合 

所在地 島根県雲南市掛合町掛合 2152-11 

代表者の役職・氏名 代表理事組合長 木村 守登 

事業内容 森林整備事業 

 

〇 大原森林組合の概要 

名称 大原森林組合 

所在地 島根県雲南市大東町下阿用 401-1 

代表者の役職・氏名 代表理事組合長 安達 幸雄 

事業内容 森林整備事業 

 

住信 SBIネット銀行は、お客さま中心主義のもと最先端のテクノロジーを活用することで 

金融サービスを変革し、社会をより快適で便利なものに変えていくことを目指してまいります。 

 
以上 

 
（*）J-クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による CO2 等の排出削減量や、適切な森林管

理による CO2 等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度です。本制度は、国内クレジット制度とオフセット・クレジッ

ト（J-VER）制度が発展的に統合した制度で、国により運営されています。 

 

 

本プレスリリースに関するお問合せ先：住信 SBIネット銀行 広報・IR部 03-6779-5495 


